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平成２６年９月２６日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成２５年（ネ）第２４９４号 損害賠償等請求控訴事件 

（原審・大阪地方裁判所平成２２年（ワ）第１２２１４号） 

口頭弁論終結日 平成２６年７月９日 

判      決 

      控訴人（一審原告）   株式会社視覚デザイン研究所 

      同訴訟代理人弁護士   溝   上   哲   也 

            同訴訟復代理人弁護士  河   原   秀   樹 

      被控訴人（一審被告）  株式会社テレビ朝日ホールディングス                

                  （旧商号：株式会社テレビ朝日） 

      同訴訟代理人弁護士   伊   藤       真 

      同           平   井   佑   希       

      被控訴人（一審被告）  株式会社ＩＭＡＧＩＣＡ              

      同訴訟代理人弁護士   鈴   木       純 

               主 文         

１ 本件各控訴をいずれも棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

               事 実 及 び 理 由         

第１ 控訴の趣旨 

１ 主位的控訴の趣旨 

 原判決を取り消す。 

 被控訴人株式会社テレビ朝日ホールディングス（以下「被控訴人テレビ朝

日」という。）は，控訴人に対し，８０４万４５７５円（ただし，７２９万

３８２５円の限度で被控訴人株式会社ＩＭＡＧＩＣＡ［以下「被控訴人ＩＭ

ＡＧＩＣＡ」という。］と連帯して）及びうち７２９万３８２５円に対する

平成２２年４月８日から，うち６７万５６７５円に対する平成２３年１２月
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１１日から，うち７万５０７５円に対する平成２４年３月２５日から各支払

済みまで年５分の割合による遅延損害金を支払え。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，控訴人に対し，被控訴人テレビ朝日と連帯し

て，７２９万３８２５円及びこれに対する平成２２年４月８日から支払済み

まで年５分の割合による遅延損害金を支払え。 

 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人らの負担とする。 

 仮執行宣言 

２ 予備的控訴の趣旨 

 原判決を取り消す。 

 被控訴人テレビ朝日は，控訴人に対し，７３１万３２５０円及びうち６６

３万０７５０円に対する平成２２年４月８日から，うち６１万４２５０円に

対する平成２３年１２月１１日から，うち６万８２５０円に対する平成２４

年３月２５日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，控訴人に対し，６６３万０７５０円及びこ

れに対する平成２２年４月８日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人らの負担とする。 

 仮執行宣言 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

 本件は，フォントベンダーである控訴人が，テレビ放送等で使用すること

を目的としたディスプレイフォントを製作し，番組等に使用するには個別の

番組ごとの使用許諾及び使用料の支払が必要である旨を示してこれを販売し
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組目録」記載の番組を収録した同「ＤＶＤ目録」記載のＤＶＤ及び同「追加

５番組目録」記載の番組を収録した同「追加ＤＶＤ目録」記載のＤＶＤを販

位的に，故意又は過失によりフォントという控訴人の財産権上の利益又はラ

控訴人の損失において法律上の原因に基づかずにフォントの使用利益を取得

したものであり不当利得を構成するとして，被控訴人らに対し，主位的には

不法行為に基づき，予備的に不当利得の返還として，以下の使用料相当額の

金員及び各行為後の日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延

損害金の各支払を求めた事案である。 

ア 被控訴人テレビ朝日関係 

 

５０円（いずれもイと重複する部分につき被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡとの連

帯支払）。 

 原判決別紙「番組目録」記載の番組（１０３３回分）及び同「ＤＶＤ

目録」記載のＤＶＤ（２３作品）における上記フォントの使用料相当額

：６６３万０７５０円 

  

 原判決別紙「追加５番組目録」記載の番組（９０回分）及び同「追加

ＤＶＤ目録」記載のＤＶＤ（４作品）における上記フォントの使用料相

当額：６８万２５００円 

  

イ 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡ関係 
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控訴人テレビ朝日との連帯支払）。 

 原審は，控訴人が主張する不法行為及び不当利得のいずれの成立も認めら

れないとして，控訴人の請求をいずれも棄却したことから，控訴人が控訴し

た。 

 以下，略称は，本判決で特に示すものを除き，原判決のものによる。また，

証拠の掲記については，枝番の全てを含むときはその記載を省略する。 

２ 前提となる事実 

 以下のとおり原判決を補正するほかは，原判決の「事実及び理由」中の「第

２ 事案の概要」欄の１記載のとおりであるから，これを引用する。 

 原判決３頁１７行目末尾に，「被控訴人テレビ朝日は，平成２６年４月１

日，商号を「株式会社テレビ朝日」から「株式会社テレビ朝日ホールディン

グス」に変更した。」を加える。 

 原判決５頁４行目の「５～」を「甲Ｂ５～７」と改め，１３行目から１６

行目までを，次のとおり改める。 

「控訴人は，本件フォントソフトを販売するに当たり，その使用許諾契約

（以下「本件使用許諾契約」という。）の条項として，本件フォントをテ

レビ放送等の著作権を有する作品で商用使用する場合には，本件使用許諾

契約と別に，個別の使用許諾契約と使用料の支払が必要であることを定め

た。」 

３ 争点 

 主位的請求（不法行為）関係 

ア 被控訴人らによる本件フォントの使用と不法行為該当性 （争点１） 

イ 損害の有無及び額                  （争点２） 

 予備的請求（不当利得）関係 
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 不当利得の成否                    （争点３） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（被控訴人らによる本件フォントの使用と不法行為該当性）について 

【控訴人の主張】 

 本件での「法律上保護される利益」について 

ア 本件タイプフェイスは，可読性よりもデザイン性が重視されるディスプ

レイフォントとして，独創性及び創作性の価値があり，タイプフェイスが

著作物とされる要件である「顕著な独創性及び優れた美的特性」を備えて

いる。しかし，本件では，控訴人は，審理の長期化等を避けるために，あ

えて著作権法による保護を求めることはしない。 

イ 本件フォントは，上記のとおり独創性及び創作性の価値があり，多大な

費用，労力，時間を投資して創作・製作されたものであり，業界において

高く評価されている。このように，テレビ番組等での使用を目的としたデ

ィスプレイフォントは，一揃いのタイプフェイスとして，さらには，一文

字単位でも，財産的価値を有するものとして商取引の対象とされており，

本件フォントも同様である。これらの点から，本件フォントは，一揃いの

タイプフェイスとしてはもちろん，その文字数，データの形式（アウトラ

イン形式か，データ形式か，その他の画像形式かなど），表象される媒体

の如何を問わず，知的財産（知的財産基本法２条１項）として法律上保護

されるべき利益に係る「知的財産権」であり，本件では，この利益が侵害

されている。仮に本件フォントや本件タイプフェイスに著作物性が認めら

れないとしても，そのことから直ちに本件フォントが法律上保護される利

益でないとはいえないし，本件の被控訴人らのように，本件フォントを放

送番組やＤＶＤに最初に化体した者の無断利用行為に対して法的な保護を

与えたところで，著作権に匹敵するような法的保護となるものではない。 

ウ ディスプレイフォントにおいては，フォントソフトを購入しさえすれ
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ば何の制限もなく自由に使用できるという売切りタイプの販売形態はほ

とんどなく，使用目的又は使用期間に制限が課され，その制限外での使

用には別途使用許諾契約を締結し，所定の使用料を支払うとの形態が採

られている。そして，控訴人も，本件フォントソフトを販売するに当た

り，本件フォントをテレビ放送やＤＶＤに使用するには別途使用許諾契

約を締結し，使用料を支払う必要がある旨を，購入時の使用許諾契約書，

外箱，説明書，インストール時に表示される使用許諾契約規定に明示し

ており，購入者との間で，これを内容とする本件使用許諾契約を締結し

ている。このような控訴人のライセンスビジネス上の利益は，法的保護

に値する利益であり，本件ではこの利益が侵害されている。 

 本件番組等への使用 

本件フォントは，原判決別紙「番組目録」及び同「追加５番組目録」並び

に同「ＤＶＤ目録」及び同「追加ＤＶＤ目録」記載のとおり，本件番組等に

おいて，テロップとして使用された。その回数は，テロップ数で５６８４回，

文字数で６万７５０５文字と多数に及んでいる。 

 被控訴人テレビ朝日の責任 

ア 被控訴人テレビ朝日の使用行為の態様 

 本件番組等に使用されたテロップは，被控訴人テレビ朝日の担当者，

又は番組制作会社の担当者といった被控訴人テレビ朝日の監督下にあ

る者が，社内のテロップ製作システムにおいて，本件フォントを使用

して製作したものと考えられる。 

 そうでないとしても，後述のとおり，本件各番組１の編集が行われ

た被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの赤坂ビデオセンター編集室（以下「本件

編集室」という。）のパソコンには，本件フォントの一部がインスト

ールされていたことからすると，被控訴人テレビ朝日の担当者らは，

本件フォントを本件編集室で使用するために持ち込み，本件フォント
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を使用して，本件各番組１のテロップを製作ないし修正したものと考

えられる。 

 被控訴人らは，テロップの製作を外部のテロップ製作業者に発注し

ていたと主張するが，時間的に切迫した状況下で行われるバラエティ

番組の制作，編集作業として非現実的かつ不自然というべきであり，

否認する。また，一つの番組の中に異なる方法で製作したテロップが

混在することもあるから，テロップ製作を外注することがあったとし

ても，被控訴人テレビ朝日自身による製作も相当回数あったと考えら

れる。 

 また，仮に外注されていたとしても，テロップ製作の外注先は被控

訴人テレビ朝日の支配下にある子会社，グループ会社又は被控訴人テ

レビ朝日の指揮監督下にある会社と解されるし，被控訴人テレビ朝日

のディレクターは，テロップの文言，設置場所，フォントの種類，大

きさを決定し，テロップ製作業者に指示して製作させているだけであ

るから，テロップ製作会社の役割は単に具体的な作業を行う下請けに

すぎず，テロップ製作の主体はあくまで被控訴人テレビ朝日であると

評価されるべきである。 

 また，番組自体の制作を委託した場合であっても，被控訴人テレビ

朝日が番組を共同で制作したものと評価されるべきであるから，被控

訴人テレビ朝日自体が，本件フォントの使用行為を行ったと評価され

るべきである。 

イ 被控訴人テレビ朝日の故意 

 控訴人は，本件フォントをテレビ放送やＤＶＤの制作に使用する際には，

別途使用許諾契約の締結及び使用料の支払が必要である旨を明示しており，

被控訴人テレビ朝日に対しても，平成１８年８月に社員のＡがロゴＧを購

入した際，平成２１年３月２６日に控訴人代表者と被控訴人テレビ朝日の
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Ｂが面談した際，同年１０月２６日に控訴人の取締役のＣが被控訴人テレ

ビ朝日のＤにメールを送った際のほか，旧フォントを販売していた時代も

含めて，再三その旨を指摘・通知した。このように，被控訴人テレビ朝日

は，本件フォントをテレビ放映に使用するには商用使用料の支払が必要で

あることを認識しており，このようなライセンスビジネスは社会的に承認

されたものであった。しかも，被控訴人テレビ朝日は，平成１８年８月に

Ａが，平成１９年７月に社員のＥが，それぞれ本件フォントのうちのロゴ

Ｇを購入して，被控訴人テレビ朝日としてその使用許諾契約まで締結して

いた。 

 にもかかわらず，被控訴人テレビ朝日は，その使用料を支払うことなく，

番組のテロップ製作に本件フォントを使用させた。このように，被控訴人

テレビ朝日が，商用使用料の支払が必要であることを認識していたか，支

払わなくとも構わないと認識して本件フォントを使用した以上，少なくと

も未必の故意の不法行為が成立する。 

ウ 被控訴人テレビ朝日の過失 

 

注先が製作したテロップを受領して，これを映像素材に合成して使用した

とされる場合であっても，被控訴人テレビ朝日には，外注先から受領した

テロップについて，本件フォント使用の有無を確認した上で，控訴人の使

用許諾があるかを確認すべき注意義務があったというべきであり，このよ

うな確認をするだけで，控訴人のライセンスビジネスを侵害することを容

易に回避できた。 

 確かに本件フォントは旧フォントを修正したものではあるが，被控訴人

テレビ朝日はフォントを頻繁に使用する立場にあり，その専門家ともいえ
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る能力を有していて，本件フォントと旧フォントを容易に区別することが

できた。また，世間には多数のフォントが流通してはいるが，被控訴人テ

レビ朝日は，テロップ製作業者に対してフォントを指定して発注している

のであるし，被控訴人テレビ朝日自身，本件フォントソフトの使用許諾契

約を２本締結しているのであるから，上記の注意義務を尽くすことに困難

はない。さらに，外注の場合に権利処理は外注先が行うこととされていて

も，控訴人のライセンスビジネスを認識している場合には，このような権

利処理の内部分担約束だけで免責されると考えるべきではない。カラオケ

リース業者の注意義務を認めた最高裁判所平成１３年３月２日判決も考慮

されるべきである。 

 したがって，被控訴人テレビ朝日は，前記のとおりの注意義務を負うと

ころ，そのような確認をしないまま，漫然と本件フォントを使用した注意

義務違反がある。 

エ 被控訴人テレビ朝日の悪質性（違法性） 

 被控訴人テレビ朝日は，控訴人の許諾を得ることなく，控訴人が再

三にわたって無断使用をやめるよう通知していたにもかかわらず，対

価を全く負担せずに，長期間，多頻度かつ多数回にわたり，本件フォ

ントの使用を継続し，本件フォントの製作に費やした控訴人の投資，

労力にただ乗りして営利活動を営んだものであり，社会的に相当な範

囲を逸脱した不正行為というべきである。 

 確かに本件フォントは，旧フォントを修正したものではあるが，両

者は同一性の範囲にはなく，アップデートされた本件フォントに係る

契約条件については，旧フォントとは別に要保護性が認められるべき

である。また，本件フォントが使用許諾なくテレビ番組に使用される

ことが，当然想定される範囲とはいえない。さらに，被控訴人ＩＭＡ

ＧＩＣＡの本件編集室のパソコンにインストールされていた本件フォ
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ントソフトは，違法にコピーされたものであり，被控訴人テレビ朝日

が外注したという株式会社Ｐ１（以下「Ｐ１社」という。）が使用し

たとされる本件フォントソフト及び旧フォントソフトも，違法にコピ

ーされたものであり，被控訴人テレビ朝日は，少なくとも違法コピー

の使用を容易に確認することができたのに，それを怠って商用使用料

の支払を免れた。 

 特に，本件各番組２の５番の「二人の食卓」及び本件各ＤＶＤ２の

２ないし４番については，本訴提起後に本件フォントが無断で使用さ

れたものである上，「二人の食卓」に至っては，訴えの変更によって

損害賠償請求の対象となった後にまで無断使用を継続しており，社会

的相当性の逸脱の程度が殊に顕著である。被控訴人テレビ朝日が，そ

の制作を外部の番組制作会社である株式会社ユーコム（以下「ユーコ

ム」という。）に委託していたとしても，遅くとも平成２２年８月の

本訴提起後は，「二人の食卓」において本件フォントが使用されてい

ることを認識し，又は認識すべき状況にあるから，ユーコムに対し，

本件フォントにつき控訴人の使用許諾があるかを確認し，無断使用の

場合にはその使用を中止させるべきであったといえる。 

オ まとめ 

 以上によれば，被控訴人テレビ朝日は，本件フォントの使用について，

故意又は過失による不法行為責任を負うというべきである。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの責任 

ア 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの使用 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが本件各番組１の編集を行った当時，被控

訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室の全てのパソコン（二十数台）とサ

ーバーには，本件フォントのロゴＧ，ロゴ丸Ｊｒ及びラインＧのうち

１種類又は数種類がインストールされていた。上記各フォントは，本
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件各番組１の制作スタッフが持ち込んだものを，被控訴人ＩＭＡＧＩ

ＣＡが了承して上記編集室内に置いていたと考えられる。 

 そして，これらはいずれも違法にコピーされたものである。 

 本件各番組１でテロップとして使用されていたロゴＧ，ロゴ丸Ｊｒ

及びラインＧは，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室内の各フォン

トによるものと考えられ，具体的には，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの編

集スタッフが，ディレクター等番組制作スタッフの指示に従い，本件

編集室内で本件フォントを使用し，本件各番組１のテロップを製作し

たものと考えられる。現に，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，控訴人から

の無断使用通知に対する回答において，「ご指摘の番組について，弊

社顧客の制作会社が弊社編集施設にて当該番組の編集を行った際に，

一部で御社のフォントが使用されていたことが確認されました。」と

回答している。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室に入室していない外部のテ

ロップ製作業者がテロップを製作したとの被控訴人らの主張は，上記

本件フォントのインストール状況及びバラエティ番組の制作の実情に

照らし，不自然である。 

イ 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの故意 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，被控訴人テレビ朝日が，本件各番組１

を上記のとおり放送し，他局へ配給し，さらにそれらの番組を本件各

ＤＶＤ１として販売することを知りながら，被控訴人テレビ朝日から

直接又は間接的に委託を受け，本件各番組１の制作・編集に当たり，

控訴人に無断で，本件編集室にある本件フォントを使用して，テロッ

プを製作したものである。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，控訴人から本件フォントの無断使用の

指摘を受けて，一部で控訴人のフォントが使用されていたことが確認
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された旨を回答しておきながら，控訴人が被控訴人テレビ朝日のライ

センスの有無を尋ねる質問の回答を守秘義務を理由に拒んだり，本件

編集室にインストールされていた状況を証拠化して明確に被控訴人Ｉ

ＭＡＧＩＣＡの関与を否定することもしておらず，被控訴人テレビ朝

日と歩調を合わせていることから，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡには故意

がある。 

ウ 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの過失 

 仮に被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが本件フォントを使用してテロップを製

作することをせず，テロップ製作業者が本件フォントを画像データ化して

製作したテロップを番組に挿入するにとどまっていたとしても，極めて多

種類のテロップを扱うことを業とする被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，本件

フォントがデザイン性の高いディスプレイフォントであり，テレビ放送で

の使用に当たって別途使用許諾が必要である旨容易に認識し得たのである

から，本件フォントを使用したテロップを対価を得て用いる際には，創作

者の許諾が得られているかを確認すべき注意義務を負っていたにもかかわ

らず，これを怠り，平成１６年から約５年もの長期間，確認作業を何ら行

わないまま，漫然と大規模かつ反復継続して本件フォントを使用した注意

義務違反がある。 

エ まとめ 

  以上によれば，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，本件各番組１での本件フ

ォントの使用について，故意又は過失による不法行為責任を負うという

べきであり，この範囲では，被控訴人テレビ朝日との共同不法行為が成

立する。 

【被控訴人テレビ朝日の主張】 

 本件フォントの使用について 

  本件番組等における本件フォントの使用については不知。被控訴人テレ
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ビ朝日は，本件フォントと旧フォントとで字体の相違があることを知らな

かった。控訴人は，本件番組における本件フォントの使用回数を主張する

が，いかなる基準を用いて本件フォントと旧フォントを区別して積算した

か不明である。 

 本件フォントの法益性について 

ア 本件フォントは著作物と認められないところ，知的財産法は，情報保

護制度として，どのような情報に保護を与えるか，保護を与える場合に

はどのような利用行為に保護を与えるか，どのような場合に保護を制限

するか，などについて立法判断をして制定されているのであるから，そ

の知的財産という「情報保護」の規律対象としては完結しているのであ

り，その点について一般不法行為法による「補充」をすることはできな

い。 

イ 本件フォントの法的利益性に関する控訴人の主張は，一文字あるいは

数文字のデジタルフォントが不法行為法の保護対象となることを前提と

するが，情報伝達という実用的機能を持つ文字がそのような保護を受け

るとすれば，その使用に重大な制約が生じ，多大な混乱が生じる。すな

わち，被控訴人テレビ朝日などの放送局において，発注先であるテロッ

プ製作業者が使用するフォントの種類や当該フォントに係る使用許諾契

約の有無，内容を確認することなど不可能であり，控訴人の主張するよ

うな注意義務を課されるとすれば，文字の商用使用が実際上不可能にな

るという，著しく不当な結果を招くことになる。 

 また，タイプフェイス全体をデッドコピーした競合商品を販売する場合

において，著作物の利用による利益とは異なる法的に保護された利益を侵

害するなどの特段の事情があるとして，不法行為が成立する余地を否定す

るものではないが，そこで法的保護の対象として想定されているのは，数

千文字に及ぶ文字を一組とするタイプフェイスであり，控訴人の主張は，
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このようなタイプフェイスに関する議論を，印刷又は出力された一文字あ

るいは数文字のフォント成果物の保護の議論に流用しており，到底認めら

れない。また，上記の例と異なり，本件では，フォントソフトを正規に購

入したテロップ製作会社から納入されたフォント成果物を放送に使用する

にすぎない点で，取引における公正かつ自由な競争として許される範囲を

甚だしく逸脱するものではない。 

 控訴人が本件フォントの製作に一定の費用と労力を投入したことは認め

るとしても，控訴人が主張するほど多大なものではない。また控訴人は，

本件フォントが可読性よりもデザインが重視されるディスプレイフォント

であることを強調するが，そのようなフォントは，控訴人に限らず，他社

もかねてから製作している。そのため，他のフォントと比べ，本件フォン

トが特別の独創性，創作性を有するものではなく，不法行為法上の要保護

性を別異に扱うべきではない。 

 テロップ製作の実態等について 

ア 被控訴人テレビ朝日は，本件番組の制作当時，テロップ製作について

は，自社がソフトウェアライセンス契約を締結しているフォントソフト

収録のフォントを用いる場合を除き，全てテロップ製作業者へ委託して

おり，番組の制作スタッフが，番組編集室内でテロップ製作をすること

はなかった。 

 被控訴人テレビ朝日は，テロップ製作業者に対し，例えば「ゴナＧ」と

フォントを指定することはあるが，旧フォントと本件フォントとで字体の

相違があることを知らなかった。被控訴人テレビ朝日は，本件フォントソ

フトを用いたフォント成果物によるテロップの使用は控えていたが，旧フ

ォントソフトを用いたフォント成果物によるテロップの製作依頼やその使

用は，フォントソフトの使用許諾契約上も何らの問題もないが故に，これ

を認めていた。 
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 テロップ製作業者は，被控訴人テレビ朝日から受け取ったテロップ原稿

（手書き又はワープロ原稿）に従い，フォントソフトから出力してテロッ

プを製作し，画像データの形式で納品する。そのため，仮に本件番組のテ

ロップに本件フォントが使用されていたとしても，被控訴人テレビ朝日が

出力したものではない上，アウトラインデータの形式で納品を受けたこと

はなく，被控訴人テレビ朝日は本件フォントの使用主体ではない。 

イ 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室設置のパソコンに，控訴人製作

の本件フォントが存在していたようであるが，多数の会社が使用する編

集室であり，理由は不明である。なにびとかが本件編集室を使用した際

に（その者がテレビ使用について控訴人の許諾を受けていた可能性も高

い。），テロップの画像データと共に，当該テロップに用いられたデジ

タルフォント一式が，パソコンにデータとして残った可能性が高いと考

えられる。 

 いずれにせよ，被控訴人テレビ朝日が，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本

件編集室のパソコンに本件フォントをインストールした事実も，それを

使用してテロップを製作した事実もない。 

 不法行為該当性について 

ア 控訴人は，本件フォントのテレビ放送等への使用について別途の使用

許諾契約締結及び使用料の支払が必要である旨本件フォントソフトのパ

ッケージなどに記載し，被控訴人テレビ朝日にも通知していたことを，

不法行為成立の根拠として挙げる。 

 しかし，控訴人の主張は，本件フォントソフト購入者との契約関係を，

フォント成果物を使用するにすぎない被控訴人テレビ朝日のような第三者

にまで及ぼそうとするものであり，債権法の解釈として誤っている。かか

る主張は，控訴人の一方的な方針や告知によって，新たな知的財産権類似

の権利（不法行為に対して保護すべき利益の対象）を創出できるというに
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等しく，認められる余地はない。 

 また，平成１８年８月と平成１９年７月にＡとＥがそれぞれ本件フォン

トの「ロゴＧ」のフォントソフトを購入し，ユーザー登録カードを返送し

たことは争わないが，それらフォントソフトは使用されなかった。本件に

おいて問題とされるのは，本件フォントソフトの成果物を放送使用したこ

とが不法行為に該当するかであり，Ａらが購入した本件フォントソフトに

ついて使用許諾契約が締結されたか否かは関係がない。 

 なお，平成２１年３月２６日に控訴人代表者がＢに対して本件フォント

の無断使用を指摘したことはない。 

イ 本件フォントは，テレビ放送等での使用に何ら制限をせずに販売され

ていた旧フォント７７２５文字のうち３４３字を，タイプフェイスの同

一性を損なわない範囲でわずかな形状の改変を施したものにすぎず，そ

の余の７３８２字は文字の大きさを拡大又は縮小したものがある程度で，

形状自体には変更は加えられていない。 

 被控訴人テレビ朝日において，テロップに使用されているフォントが，

本件フォントソフトから出力されたものか，旧フォントソフトから出力さ

れたものかを知る術はなく，実際に被控訴人テレビ朝日は，旧フォントソ

フトから出力されたものと考えていたのであるから，不法行為法上の故意

又は過失もない。 

ウ 「二人の食卓」の番組制作は，資本関係が一切ないユーコムに全て委

託しており，権利処理業務及び契約業務，さらにデジタルフォントの決

定等も全て同社が行っている。被控訴人テレビ朝日は，同社から納品さ

れた番組につき，放送法や自社の放送基準に照らし問題がないか確認す

るが，当該番組における権利処理業務はユーコムの責任で行うものであ

り，被控訴人テレビ朝日が個別に確認すべきものではない。そのため，

「二人の食卓」に本件フォントが用いられていたとしても，これを放送
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する行為が不法行為を構成するものではないし，被控訴人テレビ朝日に

は故意又は過失もない。 

エ 放送番組のＤＶＤ化においては，原則としてテレビ番組の放送映像を

そのまま用いるのであり，本件ＤＶＤ内のテロップも，テレビ番組のテ

ロップがそのまま収録されているにすぎないのであるから，別途不法行

為が成立することはない。 

【被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの主張】 

 本件フォントの使用について 

  本件各番組１の一部において，本件フォントがテロップとして使用され

ていたことは認める。 

 本件フォントの法益性について 

  本件フォントが，法律上保護すべき利益を有するとの主張は争う。 

 テロップ製作の実態等について 

  被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室のパソコンには， Ａｄｏｂｅ 社

の画像編集ソフトＰｈｏｔｏＳｈｏｐ（以下「フォトショップ」とい

う。）がインストールされており，文字を新たに打ち込み，テロップを編

集することができる。また，平成２１年１１月２０日ころの時点で，本件

編集室のパソコンに，ロゴＧ，ロゴ丸Ｊｒ及びラインＧの各フォントが保

存されていたことは認める。 

 しかし，本件各番組１を含め，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡがテロップの製

作を行うことはなく，テロップの製作は，番組制作会社又は同社から委託を

受けた受託会社の指示の下，テロップ製作業者が行う。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室には，同製作業者が製作したテロ

ップが画像データの形式で納品され，同製作業者は，被控訴人ＩＭＡＧＩ

ＣＡの本件編集室には入室しない。被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，番組制作

会社又は受託会社の指示の下，画像データ化されたテロップを放送用映像に
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合成し，文字の大きさ変更や着色，装飾，文字間の間隔調整等の作業を行う

が，テロップ製作を行うわけではない。 

 したがって，本件各番組１のテロップの一部に本件フォントが使用されて

いるとしても，それはテロップ製作業者によるテロップ製作，画像データ化

の過程で生じたものであり，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの行為によるもので

はない。 

 不法行為該当性について 

ア 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，平成２１年１１月末ころ，控訴人から

「弊社フォントの使用について」と題する文書を受領するまで，控訴人

が本件フォントソフトを販売していることさえ知らず，控訴人と被控訴

人テレビ朝日との間で，過去にフォントの使用を巡る紛争が生じている

ことも知らなかった。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，上記文書受領後，直ちに必要な調査を実

施し，その過程で発見された本件編集室のパソコンに保存されていたロゴ

Ｇ，ロゴ丸Ｊｒ及びラインＧのデジタルフォントを抹消した上，被控訴人

テレビ朝日に対し，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが編集に携わるテレビ番組

において，控訴人製作に係るデジタルフォントを使用しないよう申入れを

行った（その後，被控訴人テレビ朝日制作のテレビ番組で本件フォントが

使用されるという事態は止んだ。）。 

 このような事実関係に照らせば，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが，本件フ

ォントの使用を認識していたとはいえず，故意の不法行為が成立しないこ

とは明らかである。 

イ 過失による不法行為について，控訴人は，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡに

注意義務が課される根拠として，ディスプレイフォントをテレビ放送で

使用するためには，別途使用許諾契約を締結しなければならないとの社

会的規範が存在する旨主張するが，そのような使用許諾契約を要するこ
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となく使用が許されているフォントも多数存在しており，控訴人の主張

には前提に誤りがある。 

 しかも，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，編集作業の過程で，テロップに

使用されているフォントを視認する機会があるとはいえ，視認のみで誰に

よって製作されたいかなる種類のフォントかなど，テロップが画像データ

化される以前の詳細な事情は知り得ない。本件フォントは，仔細に見れば，

同業他社のデジタルフォントと異なることは認識し得るものの，一見した

だけでの判別は著しく困難であるし，本件フォントそのものに，控訴人製

作に係る旨の表示がされているわけでもない。そのため，被控訴人ＩＭ

ＡＧＩＣＡにおいて，本件フォントをテレビ放送に使用するのに別途の

使用許諾が必要であることなどを知る由もなく，控訴人の主張するような

注意義務違反がないことは明らかである。 

 また，控訴人の主張は，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡにおいて，番組制作

会社に対し，使用許諾の有無や使用料支払の有無を確認すべき義務がある

というに等しいが，そのようなことをしても，両者間の信頼関係が破壊さ

れるだけで，控訴人の主張する法益（別途使用許諾契約を締結することに

より，別途使用料を取得できる地位）を保護する上での実効性はほとんど

なく，そのような義務を被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが負うとは考えられな

い。 

 したがって，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡには，控訴人の主張するような

確認義務違反はなく，過失による不法行為も成立しない。 

２ 争点２（損害の有無及び額）について 

 原判決「事実及び理由」の「第３ 争点に係る当事者の主張」欄の２記載の

とおりであるから，これを引用する。 

３ 争点３（不当利得の成否）について 

 原判決「事実及び理由」の「第３ 争点に係る当事者の主張」欄の３記載の
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とおりであるから，これを引用する。 

 ただし，原判決２０頁７行目末尾に行を改めて，次の文を加える。 

「本件フォントは，知的財産基本法によって「知的財産権」とされ，そのラ

イセンスビジネス上の利益と併せて不法行為によって保護される法律上の利

益があるから，それをテロップに利用して利益を受けた被控訴人テレビ朝日

には利得があるというべきである。また，被控訴人テレビ朝日は，「ロゴ

Ｇ」の使用許諾契約を２回にわたり締結しているから，その使用料を免れた

ことは利得に当たる。」 

第４ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

 以下のとおり，原判決を補正するほかは，原判決「事実及び理由」の「第４ 

当裁判所の判断」欄の１（２０頁２６行目から３１頁９行目まで）の記載のと

おりであるから，これを引用する。 

 原判決２１頁３行目の「１１５，」の後に「１４４，」を加える。 

 原判決２２頁７行目から８行目にかけての「特例として，」を「特別に」

と改める。 

 原判決２３頁５行目から１１行目までを，次のとおり改める。 

 本件フォントソフトに同梱された「フォントソフトウェア使用許諾

の他一切の権利は，株式会社視覚デザイン研究所および書体デザイナ

ーに帰属しています。本製品は，使用権のみの販売となります。」，

で使用する場合に許諾されます。複数のコンピュータにインストール

ッケージには，下記の使用権が含まれています。◇デザイン，広告，

販促，印刷など紙媒体で使用する。◇ロゴタイプ…に使用する。…◇
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外）下記の商用使用には，個別の使用許諾契約と使用料の支払いが必

要です。…◇テレビ放送，ゲームソフトウェア，情報サイン，その他

著作権を有する作品で使用する。」等と記載されていた。 

 また，同様の記載は，本件フォントソフトのプラスチックケース裏

面や，控訴人のホームページ上での本件フォントソフトの購入画面で

もされている。そして，本件フォントソフトのインストール時には，

画面上に本件使用許諾契約の条項が表示され，その内容に同意した場

合のみインストールを行うことができる仕組みとなっている。」 

 原判決２４頁１５行目の「１２４，」の後に「１４０～１４３，１５２～

１５６，」，「甲Ｄ１～１１，」の後に「乙２９及び３０，」を加え，２５

頁１８行目から２１行目までを，次のとおり改める。 

 

ら，平成１４年９月２７日，社内関係部署宛に，「文字フォントの放

送使用に関する注意」を配布した。そこでは，控訴人からフォントの

放送使用に関して契約を求めてきており，一般フォントの著作権は最

高裁判所の判例で否定されているが，契約をした場合は法律関係が生

じ，対価を支払わないことは債務不履行となることから，今後は，放

送使用について制限があるものや契約を求めてくるものは購入しない

こととし，放送使用フリーのフォントを使用する等の対応が好ましい

とされていた。 

 また，被控訴人テレビ朝日では，平成１９年９月６日，社内各局の

番組制作担当者宛に「フォント使用に関する注意事項について」を配

布した。そこでは，フォントベンダーとの間で使用料支払をめぐるト

ラブルが発生していることから，番組で使用するフォントは基本的に

被控訴人テレビ朝日指定のものを使用し，番組単位で勝手にフォント
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ソフトを購入しないこととする等とされていた。」 

 原判決２６頁１０行目から１８行目までを，次のとおり改める。 

 平成１８年８月，被控訴人テレビ朝日から番組制作業務を受注してい

た株式会社メディア・バスターズの従業員であったＡが，上記注意喚起

を知らないまま，本件フォントソフトのうちのロゴＧを控訴人から購入

し，控訴人にユーザー登録カードを返送したが，同カードには，「会社

名／部課名」として「株式会社テレビ朝日／制作部」と記載されていた。

また，Ａは，上記購入に際し，ロゴＧを年３回くらい特番に使用したい

として，ロゴＧを１０台のコンピュータで商用使用するためのライセン

スパックの入手方法を電話で控訴人担当者に尋ねた。そのため，同年９

月２７日，控訴人担当者がＡに電話をして意向を確認したところ，Ａは，

テロップについてはＰ１社に発注しており，Ｐ１社が控訴人と契約して

いるので大丈夫である旨を回答したが，それに対して控訴人担当者は，

Ｐ１社とは契約していない旨を伝えた。また，Ａが購入した前記の本件

フォントソフトは，被控訴人テレビ朝日内で前記の方針と反していたこ

とから，番組で使用されることはなかった。」 

 原判決２６頁１９行目から２１行目までを，次のとおり改める。 

 平成１９年７月，被控訴人テレビ朝日の社員であるＥは，本件フォ

ントソフトを購入し，控訴人にユーザー登録カードを返送したが，同

カードには，「会社名／部課名」として「テレビ朝日制作１部『独

占！女だらけの６０（１２０）分レディＧｏ！』」と記載されていた。

また，Ｅは，その頃，控訴人に対し，上記購入した本件フォントソフ

トを４本の番組において使用することの許諾申込みをしたが，被控訴

人テレビ朝日内で前記の方針と反していたことから，その後，控訴人

に対し，上記本件フォントソフトの購入とライセンスの請求を制作会

社に変更するよう求め，控訴人はそれを了解した。そして，制作会社
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である株式会社創輝は，控訴人に対し，実際に使用した２番組分の使

用料を支払った。」 

 原判決２６頁２２行目から２７頁８行目までを，次のとおり改める。 

 

レビ朝日に対し，控訴人のフォントをテレビ番組に使用している旨を

指摘していたが，同年５月の本件フォントソフト販売開始後に，番組

を特定して控訴人のフォントの無断使用を指摘したのは，平成２１年

１０月２６日のメールにおいてであった。」 

 原判決２７頁１９行目の「テロップの文言」の後に「（手書きやテキスト

ファイルにより作成する。）」を加える。 

 原判決２７頁１０行目の「９５，」の後に「１４６，１４７，」を加え，

「２６，」の後に「４１，４２，」を加え，２３行目の末尾に次の文を加え

る。 

「本件各番組１の３番について本件当時に被控訴人テレビ朝日が作成し

て使用していたテロップ発注用紙では，フォント指定欄の１２の候補の

中に，「ロゴ丸Ｂ」，「ロゴＧＢ」，「ロゴＧＥ」との記載があった。

また，テロップ製作会社が作成していたテロップ発注用紙では，フォン

ト指定欄に特段の候補の記載はなかった。」 

 原判決２７頁２６行目から２８頁１行目にかけての「赤坂ビデオセンター

編集室（以下「本件編集室」という。）」を「本件編集室」と改める。 

 原判決２８頁７行目の「文字間隔の調整」を「文字の大きさや文字間隔の

調整，文字の修飾」と改める。 

 原判決２８頁９行目の「被告テレビ朝日に限らず，」から１０行目の「利

用され，」までを，「多数の放送事業者や番組制作会社によって利用されて

いたが，制作会社を含めて被控訴人テレビ朝日関連が主たる利用であっ

た。」と改める。 
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 原判決２９頁７行目の「開示していない。」の後に，「また，被控訴人テ

レビ朝日は，Ｐ１社以外のテロップ外注先を開示していない。」を加える。 

 原判決２９頁７行目末尾に行を改めて次の文を加える。 

「エ Ｐ１社による旧フォントの使用許諾の届出 

 Ｐ１社は，平成１４年８月，控訴人に対し，購入した旧フォントソ

フトについてユーザー登録カードを返送し，被控訴人テレビ朝日関係

の４番組等について使用登録をした。」 

 原判決２９頁１１行目から１７行目までを次のとおり改める。 

 控訴人は，被控訴人テレビ朝日から本件各番組１の編集業務を受託

していた被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡに対し，平成２１年１１月２０日

付け書面により，本件各番組１の３番組等で本件フォントが無断使用

されていること，控訴人がフォントソフト購入者との間で締結してい

る本件使用許諾契約では，テレビ放送やＤＶＤ等に控訴人のフォント

を使用する場合には，予め控訴人に登録をし，個別の使用許諾契約と

使用料の支払が必要とされていることなどを通知するとともに，被控

訴人ＩＭＡＧＩＣＡが上記番組の編集に使用しているデジタルフォン

トについて，購入履歴，番組の制作担当責任者名，控訴人のフォント

を使用する事業所等について回答するよう通知した。」 

 原判決２９頁２１行目の「原告から」から２２行目の「共に，」までを削

除する。 

 原判決３０頁３行目の「原告から」から５行目末尾までを，次のとおり改

める。 

「「ご指摘の番組について，弊社顧客の制作会社が弊社編集施設にて当該

番組の編集を行った際に，一部で御社のフォントが使用されていたこと

が確認されました。ただし，お問い合わせの内容につきましては，当該

顧客との取引に係わる守秘義務がある都合上，弊社からはご回答しかね
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る次第です。また弊社への文字フォントの持込が画像データで行われる

ケースが多く，弊社側ではフォントの特定が難しいという状況もありま

す。」，「今回のご指摘を受けて，弊社としても改めて御社フォントの

不適切な使用が行われないよう必要な措置を取ると同時に関係者への周

知徹底を図り，また当該顧客へ今後の対応策について申し入れ・協議を

行っていく所存です。」と回答した。」 

２ 事実認定の補足説明 

 本件番組における本件フォントの使用の有無及び程度（先に引用した原判

 

原判決３１頁１２行目から２６行目までの記載のとおりであるから，これ

を引用する。ただし，同頁２２行目から２６行目までを次のとおり改める。 

「 そのため，本件番組の全てにおいて，本件フォントが使用されたと断

定することはできず，本件フォントが使用された番組を厳密に特定する

ことも困難である。 

 この点について，控訴人は，「な」と「ち」以外に「も」，「ら」，

「そ」，「や」，「ん」，「こ」，「よ」についての本件フォントと旧

フォントとの違いを明らかにした上で（甲Ｂ１４４），被控訴人らにと

って本件フォントと旧フォントを見分けることは容易であり，本件番組

における本件フォントの使用回数は，テロップ数で５６８４回，文字数

で６万７５０５文字になるとして，甲Ｃ１４を提出する。しかし，旧タ

イプフェイスと本件タイプフェイスの相違は，控訴人自身が述べるとお

り，タイプフェイスの同一性を損なわない範囲で僅かなデザインの改変

やバージョンアップを施したものにすぎず（控訴人の原審での平成２３

年１０月２０日付第６準備書面２頁），控訴人が明らかにする各文字の

相違は，そのような差異を念頭に置いた上で，その識別を目的としてテ

ロップを注意深く観察すれば，判別し得ないものでないとしても，その
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ような認識や注意なくテロップを見る場合に通常判別し得るものとは認

められない。また，控訴人が提出する甲Ｃ１４についても，それらの画

面に本件フォントが使用されているとする根拠が明らかでなく，直ちに

採用することはできない。 

 もっとも，前掲の証拠及び本件フォントが平成１５年５月から販売

り，本件番組のうち相当の回数にわたって，本件フォントが使用され

たと推認することができる。」 

 被控訴人らによる本件フォントを使用したテロップ製作の態様（前記補正

 

ア 

テレビ朝日は，１社の１番組の証拠にとどまるとはいえ，多額のテロップ

製作費用を外部の業者に支払う状態が少なくとも４年弱にわたって継続し

り，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡも，控訴人に対する回答において，文字フォ

ントの持込みが画像データで行われることが多いとしていること，原審証

人Ｅも平成１４年以降は外部のテロップ製作業者への委託しかしていなか

ったと証言していること（１９頁）からすると，前記引用した原判決「事

とおり，被控訴人テレビ朝日では，テロッ

プの製作について，Ｐ１社などのテロップ製作会社に委託することが多か

ったと認められる。 

イ 控訴人は，被控訴人テレビ朝日は，その担当者又は番組制作会社の担当

者といった被控訴人テレビ朝日の監督下にある者が，社内のテロップ製作

システムにおいて，本件フォントを使用して製作したと主張する。 

 確かに，控訴人が提出する証拠（甲Ｂ５４ないし６６，７０ないし７７，

１１７ないし１２３）では，各番組のアシスタントディレクター等がテロ
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ップを製作するといった趣旨の記載がある。しかし，それらは，甲Ｂ５４

及び５５を除き，本件番組に関するものではない。また，甲Ｂ５４は，本

件各番組１の３番の番組に関する記載であるが，そこでは単にテロップの

字体等をアレンジする旨が記載されているにすぎない。他方，甲Ｂ５５は，

番組制作会社の従業員のブログであるが，そこでは，同人が平成１９年４

月から本件各番組２の１番の番組のアシスタントディレクターをしており，

「フォトショップで色を加工したり切り抜いたり，テロップも全部ＡＤが

打っていて，フォントもいろいろ工夫して使うし，「！」と「！」のあい

だの文字間やカタカナはちょっと文字サイズを大きくするだとか，細かい

決まりもたくさんある。」との記載がある。しかし，先に補正して引用し

プの製作過程においても，番組の担当者は，テロップの文言を手書きやテ

キストファイルで作成するほか，テロップ製作業者から納付されたテロッ

プの画像データを用いてテロップを加工している。したがって，上記のよ

うな甲Ｂ５５の記載は，テロップ製作を外注する場合でも番組担当者が行

っていることであり，同記載から控訴人主張のように認めることはできず，

他に控訴人の上記主張を認めるに足りる証拠はない。 

ウ また，控訴人は，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編集室のパソコンに本

件フォントの一部がインストールされていたことからすると，被控訴人テ

レビ朝日の担当者らは，本件フォントを被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの本件編

集室で使用するために持ち込み，本件フォントソフトを使用して，本件各

番組１のテロップを製作ないし修正したと主張する。 

 しかし，本件編集室は，被控訴人テレビ朝日に限らず，多数の放送事業

者や番組制作会社が時間制で利用するものであることからすると，被控訴

人テレビ朝日関係での利用が主たるものであったとはいえ，被控訴人テレ

ビ朝日の担当者が本件フォントソフトをインストールしたものであると断
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定することも，本件番組のテロップが上記の本件フォントソフトを使用し

て製作ないし修正されたと断定することもできない。 

 また，被控訴人テレビ朝日又は被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの担当者が，

恒常的に本件編集室で本件フォントソフトを使用してテロップを製作した

と仮定した場合，本件編集室に被控訴人テレビ朝日用の専用室はなかった

のであるから，あるパソコンにはあるフォントが保存されているが，別の

パソコンには保存されていないという状態は不自然といわざるを得ないし，

１社の１番組の証拠にとどまるとはいえ，被控訴人テレビ朝日が多額のテ

ロップ製作費用を外部の業者に支払う状態が少なくとも４年弱の間継続し

ていた実態が認められる以上，担当者が持ち込んだノートパソコンでテロ

ップを製作する場合があったとしても，本件編集室内におけるテロップ製

作が恒常的に行われていたとは認め難い。 

 そうすると，本件編集室において，本件フォントソフトを使用して本件

番組のテロップが作成ないし編集されていたとは認めるに足りないといわ

ざるを得ないが，仮に本件編集室内のパソコンにインストールされた本件

フォントソフトが，本件番組のフォントの製作や編集に使用されたことが

あったとしても，臨時的ないし例外的なものにすぎなかったと考えられる。 

 以上の点について控訴人は，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが，前記補正して

件番組のうちの３番組等を特定して本件フォントの無断使用を指摘された

のに対し，「ご指摘の番組について，弊社顧客の制作会社が弊社編集施設

にて当該番組の編集を行った際に，一部で御社のフォントが使用されてい

たことが確認されました。」と回答した点を指摘しており，確かにこの回

答文の記載は，それだけを見ると，本件編集室において本件フォントソフ

トを使用して番組編集が行われたという趣旨にも読める。しかし，被控訴

人ＩＭＡＧＩＣＡが，同時に，一種の弁解として，「弊社への文字フォン
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トの持込が画像データで行われるケースが多く，弊社側ではフォントの特

定が難しいという状況もあります。」とも記載していることや，被控訴人

テレビ朝日に対して，自社が編集業務を行うテレビ番組では控訴人のフォ

ントを使用しないよう申し入れたことからすると，被控訴人ＩＭＡＧＩＣ

Ａが確認したのは，番組制作会社が持ち込んだテロップ画像データ中に控

訴人のフォントが用いられていたということであったとも考えられる。そ

うすると，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの上記回答書の記載をもって，本件編

集室において，パソコンにインストールされた控訴人のフォントソフトを

使用して編集作業を行ったと認めることはできない。 

エ 本件でのテロップの作成態様について，控訴人はその他にも縷々主張す

るが，いずれも可能性を指摘するものにすぎず，前記判断を左右するもの

ではない。 

 控訴人による被控訴人テレビ朝日に対する本件フォントの無断使用を告知

した時期（前記補正して引用した原判決「事実及び理  

 

定した平成２１年１０月２６日より前の同年３月２６日に，控訴人代表者が

被控訴人テレビ朝日のＢと面談した際，本件フォントの無断使用を口頭で指

摘した旨主張する。 

 しかし，控訴人取締役Ｃの陳述書（甲Ｂ１４２）によっても，その面談の

主たる目的は，控訴人が新たに販売を開始したＴＶリースフォントの契約を

要請するものであったと認められ，面談後にその様子をＢが社内の関係者に

送信したメール（乙３７。控訴人は，改ざんの可能性を指摘してその信用性

を否定するが，乙３８ないし４０及び弁論の全趣旨に照らして採用できな

い。）において，Ｂは同面談時に控訴人が本件フォントの無断使用を指摘し

た旨を述べていないことからすると，同面談時に控訴人代表者が本件フォン

トの無断使用を指摘したとは認めるに足りない。また，控訴人代表者が仮に
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そのような指摘をしていたとしても，Ｂの印象に残らない程度の簡単な指摘

にとどまっていたと推認される。 

 控訴人と被控訴人テレビ朝日の間の本件フォントの使用許諾契約の成否

 

ア 平成１８年８月に，Ａが本件フォントソフトを購入し，控訴人にユーザ

ー登録カードを返送したことは，先に補正して引用した原判決「事実及び

 

 しかし，Ａは，番組制作会社の従業員であるから，上記の事実をもって，

控訴人と被控訴人テレビ朝日との間に本件フォントに関する使用許諾契約

が成立したと認めることはできない。この点について，控訴人は，Ａが番

組制作会社の従業員であることを否認するが，被控訴人テレビ朝日が番組

制作会社の会社名まで明示していることから，前記のとおり認めるのが相

当である。 

 また，この点を措くとしても，Ａが購入した本件フォントソフトに係る

使用許諾契約の記載は，先に補正して引用した原判決「事実及び理由」第

ア使用許諾契約書」等の記載内容からすると，そこに定められた条項は，

購入した本件フォントソフトの使用に係るものにすぎず，本件フォントな

いし本件タイプフェイスの一般的な使用に係るものとは認められない。し

たがって，Ａの上記行為によって仮に被控訴人テレビ朝日と控訴人との間

に使用許諾契約が成立したとしても，被控訴人テレビ朝日が，テロップ製

作会社が製作したフォント成果物を番組テロップに使用しない義務を負う

とは認められない。 

イ 平成１９年７月に，被控訴人テレビ朝日の社員のＥが本件フォントソフ

トを購入して控訴人にユーザー登録カードを返送したこと，控訴人に本件

フォントの使用許諾を申し込んだことは，先に補正して引用した原判決
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 しかし，その後Ｅは，控訴人に対して，本件フォントの購入とライセン

スの請求を番組制作会社に変更するよう求め，控訴人もそれを承諾したの

であるから，この件について，控訴人と被控訴人テレビ朝日との間に本件

フォントについて使用許諾契約が成立したとは認められない。また，仮に

使用許諾契約が成立したとしても，被控訴人テレビ朝日が，テロップ製作

会社が製作したフォント成果物を番組テロップに使用しない義務を負うと

は認められないことは，先に述べたとおりである。 

３ 争点１（被控訴人らによる本件フォントの使用と不法行為該当性）について 

 控訴人が主張する本件フォント又はそのライセンスビジネス上の利益につ

いて 

ア 現行法上，創作されたデザインの利用に関しては，著作権法，意匠法等

の知的財産権関係の各法律が，一定の範囲の者に対し，一定の要件の下に

排他的な使用権を設定し，その権利の保護を図っており，一定の場合には

不正競争防止法によって保護されることもあるが，その反面として，その

使用権の付与等が国民の経済活動や文化的活動の自由を過度に制約するこ

とのないようにするため，各法律は，それぞれの知的財産権の発生原因，

内容，範囲，消滅原因等を定め，その排他的な使用権等の及ぶ範囲，限界

を明確にしている。 

 上記各法律の趣旨，目的にかんがみると，ある創作されたデザインが，

上記各法律の保護対象とならない場合には，当該デザインを独占的に利用

する権利は法的保護の対象とならず，当該デザインの利用行為は，各法律

が規律の対象とする創作物の利用による利益とは異なる法的に保護された

利益を侵害するなどの特段の事情がない限り，不法行為を構成するもので

はないと解するのが相当である（以上の点につき直接に判示するものでは
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月１３日第二小法廷判決・民集５８巻２号３１１頁，同裁判所平成２１年

６５巻９号３２７５頁参照）。 

イ 本件では，控訴人は，本件フォントの著作権侵害を理由とする請求をし

ないことを明らかにしているほか，意匠法や不正競争防止法による保護も

一切主張していない。したがって，控訴人が主張する本件フォントという

財産法上の利益とは，上記の知的財産権関係の各法律が規律の対象とする

創作物の利用による利益とは異なる法的に保護された利益として主張され

る必要がある。 

 ところで，本件で控訴人は，本件フォントは知的財産であり，法律上保

護される利益（民法７０９条）であると主張している。ここで控訴人が主

張する法的利益の内容・実体は必ずしも明らかでないが，不法行為に関す

る控訴人の主張からすると，他人が本件フォントを無断で使用すれば，本

件フォントの法的利益を侵害するものとして直ちに違法行為となり，無断

使用について故意又は過失があれば不法行為を構成するという趣旨である

と解される。しかし，この主張は，本件フォントを他人が適法に使用でき

るか否かを控訴人が自由に決定し得るというに等しく，その意味で本件フ

ォントを独占的に利用する利益を控訴人が有するというに等しいから，そ

のような利益は，たとえ本件フォントが多大な努力と費用の下に創作され

たものであったとしても，上記の知的財産権関係の各法律が規律の対象と

する創作物の利用による利益とは異なる法的に保護された利益とはいえず，

前記のとおり法的保護の対象とはならないと解される。 

 この点について，控訴人は，本件タイプフェイスないし本件フォントが

知的財産基本法上の「知的財産」（同法２条１項）であり，控訴人は「知

的財産権」（同２項）を有すると主張するが，同法上の「知的財産権」と

は，「法令により定められた」権利又は法律上の利益であるところ，タイ



- 33 - 

プフェイスに関しては，その法的保護のあり方について未だ議論がされて

いる途上にあること（乙２８）からすると，本件タイプフェイスないし本

件フォントが仮に同法上の「知的財産」に当たるとしても，「知的財産

権」に当たると解することはできない。 

 また，控訴人は，被控訴人らは本件フォントを放送番組やＤＶＤに最初

に化体した者であり，このような者の無断利用行為に対して不法行為によ

る法的な保護を与えたとしても，著作権に匹敵するような法的保護となる

ものではないと主張し，Ｆ教授の意見書（甲Ｅ８）においても同様の見解

が述べられている。しかし，本件フォントは本来広告，ロゴタイプ，ウェ

ブページ，テレビ番組等の商業的な利用を想定していること（前記補正し

通常想定する媒体での本件フォントの無断利用行為があれば直ちに不法行

為としての違法性を有することになり，本件フォントを他人が適法に使用

できるか否かを控訴人が自由に決定し得るというに等しいことに変わりは

ないから，そのような独占的利用の利益が，上記の知的財産権関係の各法

律が規律の対象とする創作物の利用による利益とは異なる法的に保護され

た利益であるということはできず，法的保護の対象とすることはできない。

また，上記の主張が，本件フォントを放送番組やＤＶＤに最初に化体して

使用する行為のみについて無許諾の利用行為を違法とするものであること

から，著作権法が規律の対象とする利益とは異なる利益の保護を主張する

趣旨であるとしても，ある創作物の利用行為をどこまで創作者の許諾に委

ねるかは，まさに知的財産権関係の各法律が種々の観点から勘案して定め

ている事柄であるから，上記の点をもって，上記の知的財産権関係の各法

律が規律の対象とする創作物の利用による利益とは異なる法的に保護され

た利益であるということはできない。 

ウ 他方，控訴人は，そのライセンスビジネス上の利益も本件での法律上保
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護される利益（民法７０９条）として主張しており，この趣旨は，控訴人

が本件フォントを販売・使用許諾することにより行う営業が被控訴人らに

よって妨害され，その営業上の利益が侵害されたという趣旨であると解さ

れる。そして，その趣旨であれば，上記の知的財産権関係の各法律が規律

の対象とする創作物の利用による利益とは異なる法的に保護された利益を

主張するものであるということができる。 

 もっとも，我が国では憲法上営業の自由が保障され，各人が自由競争原

理の下で営業活動を行うことが保障されていることからすると，他人の営

業上の行為によって自己の営業上の利益が侵害されたことをもって，直ち

に不法行為上違法と評価するのは相当ではなく，他人の行為が，自由競争

の範囲を逸脱し，営業の自由を濫用したものといえるような特段の事情が

認められる場合に限り，違法性を有するとして不法行為の成立が認められ

ると解するのが相当である。 

 被控訴人テレビ朝日の不法行為の成否について 

ア 前記認定事実のとおり，現在の我が国では，多数のフォントベンダーの

下で，多様なフォントが多様な条件の下で流通しているが，本件フォント

のように，テレビ番組や広告等の商用使用を予定して製作されたフォント

については，内容は様々であるものの，使用許諾契約において商用使用に

制限を課しているものが多く，対価を支払ってフォントを使用する企業も

多い。このことからすると，フォントを開発して販売又は使用許諾をする

という営業活動は，広く商社会において受け入れられており，その営業上

の利益も，フォントが著作物等に該当しないといったことのみをもって要

保護性を欠くなどということはできない。もっとも，多様なフォントベン

ダーから多様なフォントが多様な条件で販売されていることからすると，

フォントの商用使用に個別に使用料の支払を要するという控訴人のような

営業方針が，商慣習になっているとか社会的規範を形成するに至っている
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とまで認めることはできない。 

イ 前記認定事実のとおり，被控訴人テレビ朝日は，初めて平成１４年に控

訴人から旧フォントの無断使用について許諾料を支払うよう求められて以

降，控訴人らのフォントについては，著作権は成立しないとの立場を取り

つつも，トラブルを避けるために自ら契約しないようにするという方針を

採ってきている。 

 そして，本件においても，被控訴人テレビ朝日は，本件番組のテロップ

作成をＰ１社等のテロップ製作会社に委託し，その成果物の納付を受けて

番組を編集したにとどまっており，自ら本件フォントソフトを使用してテ

ロップを作成したとは認められない。 

 また，番組制作会社のＡが本件フォントソフトを購入した際も，前記方

針の下に番組には使用せず，社員のＥが本件フォントソフトを購入し，番

組使用の使用許諾を申し込んだときも，前記方針の下に番組制作会社を契

約者とし，その制作会社において使用許諾を得た上で番組に使用している。 

 以上の点からすると，被控訴人テレビ朝日は，本件フォントに係る控訴

人の営業活動と衝突する事態を回避するという方針を採ってきたというこ

とができる。 

ウ 前記認定のとおり，被控訴人テレビ朝日の本件各番組１の番号３に係る

外注先であるＰ１社は，商用使用に制限がない時期から旧フォントソフト

を使用して被控訴人テレビ朝日の番組のテロップを製作しており，被控訴

人テレビ朝日も，テロップ発注用紙において，単に旧フォントの名称でも

ある「ロゴ丸Ｂ」等とのみ記載して，使用するフォントを指定していた。

そして，実際にＰ１社がテロップを製作した本件各番組１の番号３のテロ

ップには，本件フォントと旧フォントとが混在して使用されているものが

存するが，本件フォントは，旧フォントにタイプフェイスの同一性を損な

わない範囲で僅かなデザインの改変やバージョンアップを施したものにす



- 36 - 

ぎず，ロゴＧの場合には，肉眼で確認可能な程度の形状の変更がされたの

は旧フォントの７７２５文字のうちの３４３文字にとどまることからする

と，被控訴人テレビ朝日の担当者にとっても，両者を判別することは極め

て困難であったと認められる。そして，本件各番組１の他の番組中でも，

本件フォントと旧フォントとが混在していることからすると，これらの事

情は，他のテロップ製作業者においても同様であったと推認される。 

 これらからすると，フォント成果物たるテロップの画像データの納付を

受けた被控訴人テレビ朝日が，本件フォントと旧フォントとを識別した上

で，Ｐ１社が製作したテロップ成果物の中に本件フォントが使用されてい

ると認識していたと認めることは困難である。そうすると，被控訴人テレ

ビ朝日が，テロップ中に本件フォントが使用されていることを認識してい

ながら，あえてそのテロップを用いて番組を制作していたとはいえない。 

エ もっとも，控訴人は，被控訴人テレビ朝日は控訴人から再三にわたり無

断使用を指摘したにもかかわらず，番組での本件フォントの使用を続けた

と主張する。 

 しかし，控訴人が平成１５年５月の本件フォントソフト販売開始後，平

成２１年１０月２６日まで，番組を特定して控訴人のフォントの無断使用

を指摘したことがなかったことは，先に認定したとおりである。そして，

仮に控訴人が主張するとおり，同年３月２６日に控訴人代表者がＢに対し

て番組における控訴人のフォントの無断使用の事実を告げていたとしても，

Ｂの印象に残らない程度の簡単な指摘にとどまっていたと推認されるので

あり，本件フォントを使用したとされる番組の特定がされたともうかがわ

れない以上，その程度の指摘に対して被控訴人テレビ朝日が直ちに内部調

査等の対応を取らなかったとしても，被控訴人テレビ朝日が本件フォント

の無断使用の事実を認識しながらあえて番組に本件フォントを使用し続け

たと見ることはできない。 
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 かえって，被控訴人テレビ朝日は，控訴人から正式通知のあった上記平

成２１年１０月２６日の後，同様の同年１１月２０日の被控訴人ＩＭＡＧ

ＩＣＡへの通知を経て，同年１２月３日放送分以降，番組で本件フォント

及び旧フォントのいずれの使用もしないようになった（ユーコムに制作を

委託していた本件各番組２の番号５の「二人の食卓」を除く。）のである

から，ここでも被控訴人テレビ朝日は，本件フォントに係る控訴人の営業

活動と衝突する事態を回避するという行動を取ったということができる。 

 また，上記「二人の食卓」については，その後の平成２２年１０月９日

からテロップ中の本件フォントの使用が開始されたが，同番組はユーコム

に制作を請け負わせており，被控訴人テレビ朝日は完成された番組の納品

を受ける立場にあり，番組制作に伴う権利処理はユーコムにおいて行うこ

ととされていたのであるから，被控訴人テレビ朝日としては，使用するフ

ォント関係の権利処理もユーコムにおいてしかるべき処理がされていると

考えていたものと認められる（原審証人Ｅ２４頁）。したがって，「二人

の食卓」についても，被控訴人テレビ朝日が，本件フォントの無断使用を

知りながらあえて使用し続けたと認めることはできない。 

 なお，控訴人は，本件フォントを発売する以前に，被控訴人テレビ朝日

に対し，番組を特定して，旧フォントの無断使用を指摘したことがあるが，

それ以前の旧フォントソフトでは，購入時の使用許諾契約中で商用使用の

制限が定められていなかったのであり，その後に控訴人が商用使用を一方

的に制限しても，購入者の法的地位を変更することはできないから，被控

訴人テレビ朝日が番組のテロップで旧フォントを使用し続けたことをもっ

て，不当な行為であるということはできない。 

オ 以上からすると，被控訴人テレビ朝日は，控訴人がフォントを開発して

販売・使用許諾する営業活動を行っていることを認識しており，そのフォ

ントに著作権は存しないという立場を取っていたものの，自社では控訴人
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のフォントを使用しないようにして控訴人の営業との衝突を回避する方針

をとり，実際にもそれに沿った行動を取ってきており，テロップの製作を

外注した本件番組についても，製作されたテロップ中に本件フォントが使

用されていると認識しながらあえてそのようなテロップを使用し続けたと

も認められないことからすると，被控訴人テレビ朝日がテロップに本件フ

ォントを使用した本件番組を制作，放送，配信し，ＤＶＤを製作，販売し

た行為が，自由競争の範囲を逸脱し，営業の自由を濫用したものであると

認めることはできない。 

 もっとも，本件番組の一部を収録した本件ＤＶＤの中には，平成２２年

４月以降に発売されたものも含まれており，被控訴人テレビ朝日は，それ

らの発売時点においては，収録した番組中に本件フォントが使用されてお

り，控訴人がその無断使用に抗議していることを認識していたと認められ

る。しかし，それらの番組中で本件フォントを使用したことについて違法

性が認められないことは前記のとおりであるところ，放送番組は，二次利

用も想定して制作されるものであることも併せ考えれば，適法に制作でき

た番組を後にＤＶＤに収録して販売したからといって，自由競争の範囲を

逸脱し，営業の自由を濫用したということはできない。 

 また，仮に被控訴人テレビ朝日の担当者が，本件編集室内で本件フォン

トを使用してテロップを作成ないし編集することがあったとしても，それ

が臨時的，例外的なものであったと考えられることは先に述べたとおりで

あり，そのような使用行為がされたからといって，自由競争の範囲を逸脱

し，営業の自由を濫用したということはできない。 

カ 以上に対し，控訴人は，種々の主張をするので，検討する。 

 まず，控訴人は，Ｐ１社等のテロップ製作会社が使用した本件フォン

トソフト及び旧フォントソフトは，控訴人が販売した製品を違法にコピ

ーしたものであり，このような違法コピーソフトを用いて製作されたテ
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ロップを使用したことが，被控訴人テレビ朝日の行為の違法性を基礎付

けると主張する。 

 しかし，仮にＰ１社等が使用した本件フォントソフト及び旧フォント

ソフトが，控訴人が販売した製品を無断でコピーしたものであったとし

ても，被控訴人テレビ朝日は，専門のテロップ製作会社に対してテロッ

プ製作を発注しているのであるから，フォント使用に伴う権利処理につ

いても，テロップ製作会社において適切に行われていると信頼していた

と認められ（原審証人Ｅ７頁），被控訴人テレビ朝日が，Ｐ１社等が無

断でコピーしたフォントソフトを使用していることを知っていたという

事情もうかがわれない。そして，このことは，前記のとおりユーコムに

製作を委託していた「二人の食卓」についても同様である。したがって，

控訴人主張の点をもって，被控訴人テレビ朝日の行為が自由競争の範囲

を逸脱し，営業の自由を濫用したものであるということはできない。 

 この点について，控訴人は，被控訴人テレビ朝日は，テロップ製作会

社や番組制作会社を指揮監督し支配従属させていたのであるから，テロ

ップ製作の主体は被控訴人テレビ朝日であると評価されるべきであると

主張し，また，外注の場合に権利処理を外注先が行うこととされていて

も，控訴人のライセンスビジネスを認識している場合には，このような

権利処理の内部分担約束だけで免責されると考えるべきではないと主張

する。しかし，被控訴人テレビ朝日の行為が自由競争の範囲を逸脱し，

営業の自由を濫用したものであるか否かを評価するに当たっては，同被

控訴人自身の行為や認識を基礎にすべきものであり，その観点から，被

控訴人テレビ朝日がどのような認識の下にどのような指示をしたかを問

題とすべきである。そして，このような観点から被控訴人テレビ朝日の

テロップ製作業者等に対する指示と認識を見ても，同被控訴人の行為が

自由競争の範囲を逸脱し，営業の自由を濫用したものであるということ
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ができないことは，これまでに述べてきたとおりである。 

 控訴人は，被控訴人テレビ朝日には，外注先から受領したテロップに

ついて，本件フォント使用の有無を確認した上で，控訴人の使用許諾が

あるか否かを確認すべき注意義務があり，被控訴人テレビ朝日がこのよ

うな注意義務を尽くすことに困難はなかったと主張する。 

 しかし，被控訴人テレビ朝日が，フォント使用に伴う権利処理につい

て，テロップ製作会社や番組制作会社において適切に行われていると信

頼していたと認められること，テロップ製作会社が製作したテロップや

番組制作会社が制作した番組中に本件フォントが使用されていると認識

しながらあえてそのようなテロップを使用し続けたと認められないこと

は，先に述べたとおりである。そして，テロップ製作会社や番組制作会

社において，本件フォントを控訴人の許諾なく使用していると疑わせる

事情があったとも認められない。したがって，そのような状況の下で，

被控訴人テレビ朝日が，テロップ製作会社や番組制作会社に対し，本件

フォントの使用の有無や控訴人の使用許諾の有無の確認をしなかったか

らといって，自由競争の範囲を逸脱し，営業の自由を濫用したものとい

うことはできない。 

 

１３年３月２日第二小法廷判決（民集５５巻２号１８５頁）を指摘する。

しかし，同判決は，専ら音楽著作物を上映し又は演奏して公衆に直接見

せ又は聞かせるために使用されるカラオケ装置につきリース業者がリー

ス契約を締結して引き渡す場合の注意義務について判示したものであり，

いわば著作物の利用行為に不可欠で，かつ著作権侵害を生じさせる蓋然

性の高い装置を供給する者の注意義務を認めたというものであって，単

に従来から使用されていた旧フォントと同じ名称でフォントを指定して

専門のテロップ製作業者にテロップ製作を発注し，又は番組制作会社に
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番組の制作を発注した本件とは，事案を異にするというべきである。 

キ 以上より，被控訴人テレビ朝日の行為について不法行為は成立しない。 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの不法行為の成否について 

 被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡについては，本件各番組１のテロップの編集を行

った行為についての不法行為の成否が問題となるが，前記のとおり，被控訴

人ＩＭＡＧＩＣＡは，被控訴人テレビ朝日がテロップ作成業者に発注して納

付を受けたテロップの画像データに基づいて，本件編集室で編集機器を操作

して，映像素材にテロップを挿入したにとどまり，また，本件ＤＶＤの製作

については全く関与していない（本件編集室のパソコンに本件フォントソフ

トがインストールされていたからといって，本件番組を編集する際に定型的，

継続的業務として本件フォントソフトを使用してテロップを作成したと認め

られないことは，先に述べたとおりであり，仮に本件フォントソフトを用い

たテロップの作成や修正が行われることがあったとしても，臨時的，例外的

なものにとどまっていたと考えられる。）。 

 そして，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡが，持ち込まれたテロップ画像データ中

で使用されたフォントが，本件フォントであり，控訴人の許諾を得ずに使用

されたと認識していたとは認められず，そのことを疑うべき特段の事情があ

ったとも認められないこと，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡは，平成２１年１１月

２０日に控訴人から本件フォントの無断使用の指摘を受けると，社内調査を

実施し，インストールされていた本件フォントソフトを削除するとともに，

被控訴人テレビ朝日に対しても自社が編集業務を行うテレビ番組では控訴人

のフォントを使用しないよう申し入れ，その後，本件各番組１で本件フォン

ト又は旧フォントが使用されることがなくなったことからすると，被控訴人

ＩＭＡＧＩＣＡの上記行為が，自由競争の範囲を逸脱し，営業の自由を濫用

したものということはできない。 

 したがって，被控訴人ＩＭＡＧＩＣＡの行為について不法行為は成立しな



- 42 - 

い。 

４ 争点３（不当利得の成否）について 

 控訴人は，被控訴人らが，控訴人に無断で，本件フォントを本件番組の制作

・放送・配給及び本件ＤＶＤの製作・販売等に使用したことが，控訴人に対す

る不当利得を構成すると主張する。 

 しかし，このように本件フォントを無断使用したことが直ちに不当利得を構

成するとした場合には，本件フォントを他人が適法に使用できるか否かを控訴

人が自由に決定し得るというに等しく，その意味で本件フォントを独占的に利

用する利益を控訴人が有するというに等しいことは，先に不法行為について述

べたところと同様である。そして，そのような利益は法的保護の対象とはなら

ないことからすると，被控訴人らが本件フォントを本件番組に使用したからと

いって，直ちにその使用行為が法律上の原因を欠き，被控訴人らが利得を得，

控訴人が損失を受けたということはできない。 

 また，控訴人は，控訴人と被控訴人テレビ朝日との間に本件フォントに関す

る使用許諾契約が成立しているとして，使用料を支払わないことが不当利得を

構成すると主張するが，両者間に使用許諾契約が成立したと認められないこと

 

 したがって，控訴人が主張する不当利得の成立も認められない。 

５ まとめ 

 以上によれば，控訴人の本件請求はいずれも理由がないからこれを棄却すべ

きであり，これと同旨の原判決は相当であるから，本件控訴を棄却することと

し，主文のとおり判決する。 

 

大阪高等裁判所第８民事部 

 

        裁判長裁判官   小   松   一   雄 
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裁判官   本   多   久 美 子      

 

 

           裁判官      松   宏   之 

         


